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1　はじめに
会計監査における癒着の例については，今後の科学的検証が待たれるが（’），エンロン事件のアー
サー・アンダーセン会計事務所やカネボウの粉飾決算事件における旧中央青山監査法人の会計士
の関与がよく話題にされる。経営者と監査人の癒着を防止する手段として，アメリカや日本では，
（1）アーサー・アンダーセンの場合には，エンロンに対しての非監査業務からの収入は監査業務からのそ
　　れとほぼ同額であったが，これは決して例外的なものではなく，通常的なものであった。また確かにそ
　　の収入は2，600万ドルと金額的には大きなものであったが，それが監査の問題と何か関係があったとい
　　う証拠は一切得られていないとDeFond　and　Francis（2005，　p．14）は指摘する。大手の顧客に会計事
　　務所の収入が依存している問題についても，直接契約をしているパートナーに顕著に現れることで，会
　　計事務所全体の問題ととらえるのではなく，地方事務所単位の問題ととらえるべきであるとDeFond
　　and　Francis（2005，　pp．14－15）は主張している。　Krishnan（2005）によるBasu（1997，　pp．4－7）の保
　　守主義の枠組みに従った分析によれば，事件を起こしたアーサー・アンダーセンのヒューストン事務所
　　では，大手の顧客に対する監査に対して保守的な会計が優先されなくなっていたが，会計事務所全体と
　　してはその傾向は見られなかったとする。
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監査人の監視を厳格にすることが第一に位置づけられた。その回答としてアメリカではSECの
管轄下に第三者的監視機関として，公開会社会計監視審議会（PCAOB；Public　Company　Ac－
counting　Oversight　Board）が設置された。日本でも同様の趣旨で金融庁に公認会計士・監査
審査会や証券取引等監視委員会が設置された。
　PCAOBは，実施された会計監査の監視以外に，今まで専門職業団体のアメリカ公認会計士協
会（AICPA）に委ねられていた監査基準の作成も任されることになった。その構成は少なくと
も2つ以上の州において，5人の委員のうち公認会計士が2人までとし，その報酬はニューヨー
ク証券取引所が上場企業から取り立てた料金でまかなわれるとされる。Kinney（2005）（2）は，
PCAOBは監査についてむしろ素人集団であるとし，その重責を経済性も含めて効率的に果たす
ことができるかに疑問を呈している。
　この当然な疑問に答えるためにも，本稿の第一の目的は，会計監査の監視機関の存在が監査人
の癒着を効率的に防止できるかを検討することである。監査における癒着のメカニズムの解明につ
いては，Evans　et　al．（1987・1991），　Laffont　and　Tirole（1993）（3），伊藤（2003）〔4），加藤
（2005）（5）などの分析があるが，その防止策として監督機関の監視の役割については十分な考察
はされてこなかった。また癒着の発生の可能性やそれを考慮した場合における監査契約のあり方
についても，従来必ずしも明解な議論がされてきたとは言いがたい。本稿はそれらの点について
も考察を加える。
　本稿の構成は以下の通りである。llではまずTirole（1986）に基づいて，監査における癒着
の基本的構造を考察し，癒着の発生が極めて限られていることを示し，皿ではKofman　and
Lawar6e（1993）に従って，監査制度における監査契約のあり方と，そこに癒着が発生する可
能性がある場合における監視機関の検査の有効性を分析した。また最後にDemarzo　et　al．
（2005）に従って，自立機関（self－regulatory　organization）である公認会計士協会と政府の監
視機関（government　oversight　body）との関係について簡単なまとめをした。
H　監査における癒着の基本構造と癒着の希少性
1．監査が存在しない場合のプリンシパルとエージェントの選択
　監査における癒着の問題を考察するためには，Tirole（1986）の分析が大変に示唆に富む。
Bolton　and　Dewatripont（2004）は非常に単純なモデルを用いて，その本質を次のように解明
している（6）。このモデルは，プリンシパルを株主とし，エージェントを経営者とすれば，経営者
のモラルハザードや監査人との癒着の問題を，もっとも単純な形で表わしたものと言える。
（2）　Kinney（2005），pp．101－104．
（3）　Laffont　and　Tirole（1993），　pp．515－535．
（4）伊藤（2003），72－78頁
（5）加藤（2005），ll4頁
（6）　Bolton　and　Dewatripont（2004），　pp．338－342．
　（235）　　　　　　　　　　　監査人の癒着と監督機関による、監視　　　　　　　　　　　　　235
　このモデルの設定は次の通りである。プリンシパルはエージェントからあるサービスを購買す
る。プリンシパルはそのサービスの価値をV＞1と見積もっている。エージェントはこのサー
ビスをゼロか1のコスト（c∈｛0，1｝）で生産できるが，プリンシパルにはそのコストが分から
ない。エージェントはコストを把握しているが，プリンシパルが事前に予想しているコストは，
ゼロの場合が1／2の確率（Pr（c＝0）＝1／2）であることだけである。
　プリンシパルが監査人を雇わない場合を考える。この場合工一ジェントのサービスの価値が
V－1＞V／2であれば，P＝1の価格を提示し，そうでなければ，　P＝0の価格を提示するのが
最適となる。プリンシパルは，エージェントのコストがゼロか1かの半々と見積もっているため，
エージェントが提供するサービスの価値VについてもゼロかVかの半々と考える。プリンシパ
ルがP＝0の価格で購入すると仮定すると，サービスの価値の期待値はV／2となる。プリンシ
パルがP＝1の価格でサービスを購入することに意味があるためには，V－1の価値はそれより
大きくなくてはならない。
2．監査が存在する場合のプリンシパルとエージェントの選択
　ここではP・＝1が最適であるように，V＞2としてこの後の議論を進めることにする。この
場合にプリンシパルの利得はV－1となる。プリンシパルは，監査人を雇ってエージェントの生
産コストについてより正確な見積もりを出すことができる。エージェントとの癒着がない場合に
zの報酬で監査人を雇えば，エージェントの生産コストがc＝0であると，pの確率で正しく当
てることができる。この場合にはプリンシパルはエージェントにP＝0を提示する。
　ところが監査人は（1－p）の確率でそれを正しく当てることができず，さらにエージェントの
生産コストが高くc＝1の場合には，それをまったく正しく当てることはできないとする。これ
らの場合には，プリンシパルがエージェントの生産コストが高いと考え，P＝1を提示するであ
ろう。従って，プリンシパルの利得は次の式で表わされる。
（1）　　　　　妻y＋（1一妻）（V－1）一・
　プリンシパルが監査人を雇った方が良い場合は次の条件が成立するときである。
（2）　　　　女y＋（i－tp）（V－1）一・＞V－1
3．監査に癒着が発生する場合のプリンシパルとエージェントの選択
　エージェントの生産コストがc＝0である証拠を監査人がつかんでも，エージェントと監査人
が癒着すれば，甘い蜜を吸うことができる。監査人がそのまま正直に生産コストが低いことをプ
リンシパルに伝えれば，エージェントはPニ0という価格の提示を受けてしまう。ところが，
監査人が何の証拠も得られなかったと報告すれば，エージェントはP＝1を受け取ることがで
きるからである。
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　監査人が証拠を隠滅すれば，1という利益をエージェントとの間で分け合うことができる。監
査人はその方が得になれば，エージェントと癒着することになる。証拠を隠滅してもらうために，
エージェントが監査人に払う報酬をTとし，監査人が実際に受け取る報酬はkTで表わす。報
酬の一部は隠蔽工作などのコストとして失われるので，k≦1と考える。
　エージェントの生産コストがc＝＝　Oという証拠を得たときに，それをそのまま伝達すれば，プ
リンシパルが監査人にwという報酬を支払うとする。癒着の防止のためには。この報酬wがエー
ジェントからの報酬kTより高くなければならない。エージェントと監査人が癒着して分け合う
ことができる利益は1であるから，癒着防止制約（collusion　proofness　constraint）または合
従誘引両立制約（coalition　incentive　compatibility　constraint）は次のように表わされる。
（3） ω≧ん
　（3）の制約が成立すれば（7），生産コストに関する情報を監査人に隠滅させることは，エージェ
ントにとって得にならない。証拠隠滅のために，エージェントは1以上の報酬の支払いを監査人
に約束しなければならないからである。さらに，プリンシパルが生産コストに関する情報を何も
得・・とができない・きは濫査人の報酬か・炉を罰金として差し引くとす・・そうす繊
監査人を雇うことはプリンシパルにとって痛くも痒くもない話となる。生産コストが明らかになっ
たときに・プ・ンシパルが監査人に罰金分の鯖防止ボーナス炉を払う・とと・結果的に同
じになるからである。
　ただしこの罰金の額が大きくなり，監査人の報酬を超えてしまうとする。それは次に表わされ
る。
（・）　　　　　　診…
　（4）は監査人に必要な報酬の下限を示すものであるが，ここでは癒着防止制約も表わすことに
注意が必要である。（4）が成立すれば，プリンシパルが監査人を雇うコストは，癒着が起きる可
能性があると高くつくようになる。この場合におけるプリンシパルの利得は，（1）と（4）から次
のように表わされる。
（・）　　　妻（V－k）＋（1一か）（V－1）
　癒着が起こる場合が偶発的で，起こること自体が非常に少ないと考えると，監査人に最低必要
な報酬が癒着防止制約となる場合のみに，均衡条件として癒着が起こりうることになる。この均
衡は，エージェントと監査人が癒着で甘い蜜を吸うことを，プリンシパルが十分なコストを払っ
て阻止できなかった場合にのみ発生する。つまりkが大きく隠蔽工作のコストが安いため，癒
着の利益を十分に享受できる場合に限られる。
（7）加藤（2005，114頁）で示されている癒着防止の制約とほぼ同様のものである。
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　例えば，εが小さい数字とし，1一εの確率でk＝1／2で，εの確率でk＝1となるとプリンシ
パルが見積もっているとすると，kの期待値は（1＋ε）／2である。1という利得をエージェント
と監査人で半分ずつ分け合えば，監査人の報酬はω＝1／2となる。監査人の報酬ωよりkが大
きければ，均衡条件として癒着が起きるので，εの確率がゼロより少しでも大きければ，この条
件が成立す・・畦・’吉ε）濾着・〉・起・る繍・・となり非常に小・くな・・
皿　癒着を起こす監査人と癒着を起二さない監視機関の検査の併用
1．監査は存在しないが企業の収益性のタイプが分かっている場合
　この章では監査人とその監視機関の整備の問題を検討する。監査人は経営者との癒着の可能性
があるが，監視機関はその可能性がないものと考える。癒着の問題が，監査制度の整備に及ぼす
影響と制度の整備の最適化については，Kofman　and　Lawar6e（1993）による興味深い分析が
ある。ここではBolton　and　Dewatripont（2004）の単純化されたモデルに従って（8），彼らの分
析の本質を考察していく。監査人の監視機関としては，具体的にはアメリカにおけるPCAOB
や日本の金融庁の公認会計士・監査審査会や証券取引等監視委員会などを想定する。
　最初に監査が存在しない場合について考察する。エージェントとしてリスク中立な経営者を考
え，次の式で表わされる収益を生み出すとする。
（6） q＝θ十a
　なお経営者が経営する企業の収益性のタイプにはθ，とθ2があり（θ∈｛θ1，θ2｝），θ2のタイプ
の方がθ，のタイプより収益性が高く（θ1〈θ2），θ1の企業の確率は，何の前提もないと自然発
生的に最初は半々の確率で存在するということで，1／2である（Pr（θ1）＝1／2）。経営者が努力
を選択するとコストがかかり，そのコストは加速的に増加する凸型の関数となり，具体的には
ψ（α）＝a2／2で表わされる。経営者と契約を結ぶリスク中立的なプリンシパルにとって最善の選
択は，θとαを観察して，経営者が選択したaiと企業のタイプに応じた報酬Tiを支払い，自分
の利得を最大化することである。θ1とθ2タイプの企業の確率はそれぞれ1／2であるから，それ
は次の式で表わされる。
（・）　　響去（el＋a「Tl）＋音（e・＋・・一・T2）
　なお（7）は，iタイプの収益性の企業を経営している経営者が，自分の個人合理性制約（indi－
vidual　rationality　constraint）を満たすという条件下で求あられなければならない。自分の報
酬Tiが努力のコストより大きくなければ，この契約を結ぱないからである。それは次の式で表
わされる。
（8）　Bolton　and　Dewatripont（2004），　pp．342－350．
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（8）　　　　　　Ti≧誓（i－1，2）
　（7）の最適解はαi－　Tiを最大化するものであり，（8）からα「α1／2の最大化を意味するので，
ai＝1とTi＝1／2となる。
2．企業の収益性のタイプは分からず監査も存在しない場合
　企業の収益性のタイプθiが私的情報となり観察不能となると，プリンシパルは上のような利
得の最善化は困難となり，次善解を求める必要がある。それは（7）を求めるのに，もう1つの制
約として誘引両立制約（incentive　compatibility　constraint）を考えることである。つまり，
θ1のタイプの低収益企業では，経営者に努力α1を選択させそれに対して報酬Tlを支払い，θ2の
タイプの高収益企業では，経営者に努力a2を選択させ報酬T2を支払った方が良いようにするこ
とである。このことは次の式で表わされる。
（・）　　　T2一乎≧Tl－max｛q穿1－△θ｝2
　加藤（2005）から（9），収益性の高いタイプの企業θ2では最善解における最適な努力水準を確
保できるが，収益性の低いタイプの企業θ1ではその努力水準を確保できない。そのため，収益
性の高いタイプの企業θ2では，経営者に支払う報酬に利益を上乗せできるようにしてやるが，
収益性の低いタイプの企業θ1では，利益の上乗せはできないようにする必要がある。△θ＝θ2一
θ1＝1と単純化すると，収益の低い企業の経営者の努力alは最善解の努力水準である1より小
さく，収益性の高い企業の経営者の努力a2は最善解の努力水準に等しくなる。ゆえに，収益性
の高いタイプの企業θ2では，努力水準がゼロでも収益性の低いタイプの企業θ1の収益を生み出
すことができる。以上から，（9）の制約は次のように書き直すことが可能である。
（1・）　　　　　　T2一誓≧町
　（8）と（10）から，（7）の式は次の形に改められる。
（11）　　聡壱（el＋・1一誓）・壱（e2・・、一誓一争
　α1とα2についてそれぞれ偏微分してゼロになる値を求めると，al＝1／2とa2　＝＝1になる。
（9）加藤（2005，160－164頁）では，監査人が2つの品質水準の保証業務を企業にサービスする場合に，
　　品質の水準に乖離が起きることを指摘する。具体的には，品質が高い積極的な保証サービスである「合
　理的保証」は，最適な水準の品質でサービスされるが，品質がそれより低く消極的な保証サービスであ
　　る「限定的保証」は，最適な水準の品質より低い水準でしかサービスされない。この分析での前提は，
　規制のない市場では企業が事前にどの品質水準の保証業務を求めているかが分からないことである。そ
　　れは，本稿の分析では，企業のタイプθが事前に観察不能であることにあたり，加藤（2005）で用い
　　た分析の枠組みがそのまま応用できる。
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　3．企業の収益性のタイブは分からないが監査が存在する場合
　ここでは監査の存在によって，プリンシパルの利得はどのように改善されるかを見ていく。監
査人は，企業の収益について，不完全な形ではあるが「収益が低い」Ylというシグナルを把握
できるとする。監査人は企業の収益性について，実際に低収益の企業に対して正しく「収益が低’
gのコストで
監査人を雇う 　　（1一ζ）の確率で
誤って「収益が高い」Y2
と報告
γの確率で
　監査
　　　　　　　「収益が低い」qlと報告
プリンシパル
　　　　　　　　　　　　γ（1一ζ）の確率で
　　　　　　　　　　　　経営者に罰金K
図1経営者と監査人の癒着がない場合の基本的設定
い」Ylというシグナルを把握できる確率をζとする。逆に誤って「収益が高い」Y2というシグ
ナルを把握してしまう確率は1一ζである。監査報告では正しいシグナルを把握する確率は，誤っ
たシグナルを把握する確率より当然高くなくてはいけない。それは次のように示される。
（12）　　以銃1の一ζ・壱＞1一ζ一Pr（y、1の
　まず経営者との間に癒着が起きない監査を考える。癒着の問題を考える出発点として，監査に
おいて癒着が起きないと想定し，最適な監査契約とはどのようなものになるかを考察する。エー
ジェントである経営者とプリンシパルの契約のタイミングは，Baron　and　Besanko（1984）に
従って⑩次のように示される。
①経営者は自分が経営する企業の収益性のタイプθiを把握する。
②プリンシパルは経営者と監査人に契約を提示する。
③経営者はこの契約の下で，自身の「隠れた行動」を選択し自分の利得の最適化を図る。
④プリンシパルは監査人と結んだ契約に基づいて，企業の収益に応じて実施する監査の確率
（10）　Baron　and　Besanko（1984），　pp．450－451．
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　を決め，実際の収益qiを観察した後で監査を実施するか否かを決める。
（240）
　「収益が低い」qlと示された企業に実施される監査の確率をγとする。そのとき「収益が高い」
Y2というシグナルを監査人が受け取った場合に，経営者に科される罰金をKとする。監査人を
呼ぷコストをzとし，プリンシパルが経営者に科すことができる最大の罰金をK＊で表わす。こ
の契約においてプリンシパルは，次の式で表わされる最大化問題に直面する。
（13）　羅。÷｛e，＋α「T，＋・［（1一ζ）K－・）］｝＋t（・・＋・・－T2）
　なお（13）で表わされるプリンシパルの利得の最大化は，次の3つの条件を満たした上で行われ
なければならない。（7）で表わされる監査がない場合における最大化との相違は，監査が行われ
る事前確率はγ／2であり，その分のγz／2だけコストがかかることである。
（14）　　　T，一・（1一ζ）K≧誓
（15）
（16）
　　易≧誓
T2一^ ・Tl－・ζK
　（14）は収益性の低いタイプの企業θ1を経営している経営者の個人合理性制約である。監査が
行われると，収益が低いにもかかわらず，「収益が高い」Y2と誤った監査報告がされる確率が
（1一ζ）だけ存在する。収益性が高い企業が「収益が低い」と偽った場合にだけ本来科されるは
ずの罰金が，収益性が低い企業の経営者にも誤って科されてしまう。ところが，プリンシパルの
利得の最大化の問題を考えると，収益性の低いタイプの企業θ1に対する誤った罰金の分だけ増
加した利得は，（14）から経営者の報酬として支払われて相殺されてしまう。そのためこの影響は
実は中立的である。
　（15）は収益性の高いタイプの企業θ2を経営している経営者の個人合理性制約である。（16）は
経営者の誘引両立制約であり，収益性の高いタイプの企業θ2を経営している場合の方が，収益
一性の低いタイプの企業θ1を経営している場合よりも，経営者にとって得になることを約束する
ものである。（12）より，本来収益性の高いタイプの企業θ2で，経営者が低い収益しかあげてい
ないと，監査で発見されてしまい罰金を科される頻度は，収益性の低いタイプの企業θ1を経営
している場合よりも大きくなる。そのため，（16）の不等式の右辺で表わされるように，経営者が
収益性の低い振りをしたときの報酬はこの分だけ低くなり，高い収益をあげる選択がより有利に
な・．（16）のTlに（14）か・Tl一誓＋・（1一ζ）Kを代入・て整理すると次のようになる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　2（17）　　　　T2一誓≧筆一・（・ζ一1）K
　罰金Kが十分に高いと，（17）の不等式の右辺が負になってしまう。そのときにはこれが正に
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なり，（15）で表わされる，収益性の高いタイプの企業θ2を経営している経営者の個人合理性制
約が制約条件として生きる。（15）が制約となると，収益性の高いタイプの企業θ2で，低い収益
を示す選択を経営者がしたときに得る利益はゼロになる。以上のことから，罰金を最大限にして，
K＝K＊にすると，監査が存在する利益をより大きくできる。また罰金を最大限にすると，監査
報告のシグナルの精度を上昇させることができる。
　監査コストzの大小に応じて，最適な監査契約がどのように変わるかを調べると次の4点が指
摘できる。ここで非常に重要な点は，監査の実施の最適な頻度は，監査報告の精度と罰金の大き
さに左右されるが，その関係は単調なものではないことである（11）。
①（13）からγ（1一ζ）K≦zであると，プリンシパルにとって監査のコストがその利益を上回
　るため，監査を行わない方が良いことになる。それは監査の報告精度が低く，罰金が低い場
　合であり，収益性の低いタイプの企業θ1における経営者の努力水準はα1＝1／2にとどまる。
②監査の報告精度と罰金が高まり，γ（1一ζ）K≧zとなると，監査のコストより利益の方が
　上回るようになるため，監査の存在意義が出てくる。プリンシパルにとって望ましいのは，
　収益が低い場合には，監査が常に実施されるとすることである（γ＝1）。この結果収益性が
　高い企業の経営者が低い収益を示すことが割に合わなくなってくる。しかしなお，この行為
　にうまみがある限り，収益性の低いタイプの企業における経営者の努力水準はal＝1／2に
　とどまる。
③監査報告の精度ζが非常に高くなり，罰金K・　6大きくなると，争・（・ζ一1）K・髄
　し，（17）の不等式の右辺はゼロになる。（15）で表わされる，収益性の高い企業を経営する経
　営者の個人合理性制約がきいてくるため，この経営者が低い収益を示すことがまったく割に
　合わなくなる。この時点では，（14）のγ（1一ζ）Kもゼロに近づくため，収益性の低い企業の経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　2瀦も努力蝉を鰭の水準α1－1に上昇させていく・その結果毎は鞠して舟≧・
（・ζ一1）Kとなるが濫査結の散と罰金がさら・・大きくなると・再び毎一・（・ζ一1）K
　が成立し，収益性の高い企業を経営する経営者が低い収益を示すことがまったく割に合わな
　くなる。収益性の低い企業における経営者の低い努力水準も上方修正されるが，収益性が高
　い企業の経営者が得ることができる最後のうまみも結果的に吸い取られてしまう。
④収益性の低い企業の経営者の努力水準も最善の水準al＝1に到達すると，監査報告の精
　度や罰金の増加は，監査の実施の頻度γを減らすことに振り向けられる。
4．監査は存在するが癒着が発生する可能性がある場合
　ここでは今までと異なり，監査人と経営者の間に癒着が生じる場合について検討する。癒着に
よって経営者と監査人は，両者の利益を最大にする裏契約を結ぶことができると想定する。それ
（11）　Bolton　and　Dewatripont（2004），　p．346．
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は具体的には，企業の収益が実際には高いのに，監査報告では「収益が低い」Ylというシグナ
ルが送られてしまう場合である。これを防ぐためには，企業が高い収益を示していると報告させ
るだけの報酬を，プリンシパルが監査人に約束する必要がある。プリンシパルに正しく「収益が
高い」Y2というシグナルを送った場合の監査人の報酬をwとする。監査人の報酬は，次の癒着
防止制約を満たさなければならない。
（18） w≧K
　監査人の報酬をゼロとすると，プリンシパルのzの支払いはいらなくなる。しかし監査人の癒
着を防ぐためにはやはりコストがかかり，監査報告が正しく「収益が高い」Y2というシグナル
を送った場合に経営者に科される罰金を下限にして，報酬を与える必要がある。それが（18）の意
味するところである。「低い収益」qlが観察されたときに監査がγの確率で行われ，監査報告が
それと異ったY2のシグナルを誤って伝える確率は（1一ζ）である。ゆえに，プリンシパルが監査
人に支払う報酬は，γw（1一ζ）／2となる。プリンシパルは次に示される最大化問題に直面する。
（19）　聡音｛θ1＋・1－Tl＋・［（1一ζ）K－w（1一ζ）］｝＋音（・，＋a、－T2）
　（13）との相違は，zにw（1一ζ）が代入されていることだけである。またこの問題を解く上で
wのコストで
監査人を雇う
gのコストで
監視機関の検査が
実施される
「収益が低い」qlと報告
γ（1一ζ）の確率で罰金Ki
100％の確率で
「収益が高い」ことが露見
?、
金
?
に人査監で率確の
　　Vの
　確率で
検査
　Vの確i率で
経営者に罰金
　K．
図2　経営者と監査人が癒着している場合の基本的設定
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の制約条件は（14）（15）（16）については同じであり，これに新しく（18）の条件が追加される。（18）
からプリンシパルの監査コストは罰金Kの増加関数となる。ゆえに監査人に支払う期待報酬は
・（1一ζj、）5・なり・その結果（1・）・（17）か・分かるように・経営者に支払う期待報酬を・（・ζ一
1）7だけ削減できる・プリンbｮルカ壁を実施して得をするのは・2ζ一1≧’一ζの場合であ
るから，監査報告の精度がζ≧百の場合にのみ成立する。
　監査報告のシグナルの精度が，この条件を満たす程度に高ければ，、K＊の大小によって上の①
から④で述べたこととほぼ同様なことが成立する。唯一の相違は，収益性が高い企業の経営者が
低い収益を示すことがまったく割に合わなくなり，収益性が低い企業の経営者の努力が最善の水
準に到達すると，それ以上に罰金Kを上げてもプリンシパルの得にはならないことである。な
ぜなら，罰金の増加分は監査人の報酬wの増加分となってしまうからである。
　癒着のない場合には，（13）からγKが一定を保つようにできれば，Kを上げてγの確率を削減
できた。ところが今回は（19）からも分かるように，監査人の報酬はγK次第になり，Kが大きく
なっても減少することはない。ここに，たとえコストがかかっても，監視機関による監査を行う
意味が出てくる。この検査は，監査人と経営者の癒着を防ぎ，監査人に支払う報酬を削減するの
に役立つからである。
5．監視機関の検査を併用する場合
　最後に監視機関の検査を併用する場合を考える。それは，通常の会計監査では癒着が起きる可
能性のあるため，それを監視するためである。監視機関の検査は，決して癒着を起こさないと定
義する。以前と同様に，γは監査人の監査が行われる確率を示す。監査人が，「収益が高い」Y2
というシグナルを正直に示した場合に，経営者に科される罰金をKiとする。
　ψは癒着を起こさない監視機関の検査が，癒着が発生する可能性のある監査人の代わりに実施
される確率とし，「収益が高い」Y2というシグナルが示されたときには，経営者にKeという罰
金が科される。最後に，監査人の監査報告で，「収益が低い」Ylというシグナルが示されたとき
に，監視機関の監査が実施される確率をひとおく。なお監査人と経営者の間に癒着があって，
「収益が高い」のに「収益が低い」y1というシグナルが示されたときには，癒着はこの監査で
100％発覚し，経営者と監査人にそれぞれKieとS∫という罰金が科される。
　プリンシパルはこの契約においては，次のような最大化問題を解かねばならない。
（・・）課転÷｛el＋・1－Tl＋・［（1一ζ）（Ki－w）－4・・］｝＋（1－・）・（1一ζ）（K・一・）
　　　　　　　　＋去（e、＋・，一・T2）
なお上の最大化には次の4つの式で示される制約条件がある。
（21）　　Tl－（1一ζ）［・（1－・）K、＋・Ki］4
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（22）
（23）
（24）
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　　　　T2≧誓
T2一
ｾ≧允一ζ［・（1－・）Ke＋・Ki］
w≧Ki－v（Kie＋Si）
（244）
　（21）は収益性の低い企業を経営する経営者の個人合理性制約である。（14）と異なる点は，低い
収益が示されたときに監査が実施される確率がγではなく［γ＋φ（1一γ）］であることである。ま
たこの経営者の企業は，現実には低い収益しか示していないのに，監査が誤って「収益が高い」
と報告してしまうために，罰則を科される確率が（1一ζ）だけ存在する。（22）は収益性の高い企
業の経営者の個人合理性制約であり，（23）は収益性の低い企業より，収益性の高い企業で経営者
をした方が得になることを示す誘引両立制約である。
　（24）が癒着防止制約である。ここではvの確率で経営者との癒着が発見され，経営者と監査人
に罰金が科される。この罰金額を最初から「収益が低い」と報告して経営者に科される罰金から
差し引いて，監査人に支払う下限報酬とすれば，癒着が防げることになる。（18）との相違は，癒
着が発見されて科される罰金は，当然のことながら，癒着した監査人の報酬としない点である。
そのため，罰金を最大限に設定しても，最適の選択が実現される。すなわちKe＝Kie＝K＊であ
る。また癒着を起こす可能性のある監査人に科される最大の罰金をS㌔とすると，S‘＝Si’であ
る。
　監査人に対する報酬がゼロの場合から考えると，（24）の癒着防止制約は次のように直すことが
できる。
（25） ω＝max｛0，　Ki一ひ（K＊＋Si＊）｝
癒着を発見するための検査実施政策ひから得る期待利益は次に表わされる。
（26） （1一ζ）（Ki一ω）一；vz
　（1一ζ）（瓦一w）は，「収益が低い」とした企業が「収益が高い」という監査報告を得たために，
経営者が支払う罰金から監査人に支払う監査報酬を差し引いた残差である。ζvzは「収益が低い」
とする企業がやはり「収益が低い」という監査報告を得たにもかかわらず，監査人が癒着を疑わ
れて実施される監視機関の検査コストである。この期待利得を最大化することは，（26）のωに
（25）を代入して整理すると，次の式で表わされる監査コストと検査コストの最小問題と再定義で
きる。
　　　　　　　　　　（1一ζ）min｛Ki，　v（K＊＋S＊）｝－4vz
　（27）
　　　　　　　　　　＝min｛（1一ζ）Ki一ζ露，ひ［（1一ζ）（K＊十Si＊）一；z］｝
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　vは経営者の個人合理性制約にも誘引両立制約にも左右されない。最適のvは次の2つの場合
によって異なることになる。
（28）
（29）
（1一ζ）（1（＊十S，＊）一ζ召く0
（1一ζ）（κ＊＋Si＊）一ζ2≧0
　（28）が成立すればv＝0が最適となり，（29）が成立する場合には（27）から次のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ki　（30）　　　　　　　　　　　　　　v＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K＊十s，＊
　このことから，Ki＝＝　K＊と置くことが最適になり，そのときにw＝0となる。監視機関の検
査が実施される可能性があると，通常の監査のコストはゼロに削減され，その監査が実施される
確率γは1が最適となる。「収益が低い」というqlが実現された場合には監視機関の検査が常に
実施されるわけではなく，通常の監査が常に実施されるので，監視機関の検査だけに頼る場合と
比較してプリンシパルは監査コストを減らすことができる。つまり監視機関の検査の実施確率は
φ＝0とすることが最適であり，監視機関の検査のみに頼ることは非効率ということになる。こ
れは，通常の監査は継続的に実施されるべきであるが，監視機関の検査は非連続的で確率的な実
施が望ましいことを示している。
IV　むすび
　監査人の癒着の問題は基本的には，独立性を保持した監査報告に対して，癒着から得る利益以
上の報酬を監査人に約束すれば防止可能である。また癒着の発生の可能性は比較的低く，安上が
りの隠蔽工作が存在しないと実利はない。なおBolton　and　Dewatripont（2004）は，この議論
について次の3つの問題点を指摘している（12）。1つには，監査人の報酬が実際には不正の摘発を
基にして決められているわけではなく，2つには，監査人の癒着の有無は，経営者と癒着してい
ることを発見されて支払う罰則の大きさに左右されており，3つには，2つ目のインセンティブ
が機能するためには，癒着が発見される可能性が高くなくてはならないことである。
　また監査の有効性と監査報告の精度と罰則の関係は，必ずしも単調な正比例の関係にあるわけ
ではない。さらに監査人の癒着が発生する可能性がある場合に，罰金を大きくすると，監査人の
報酬も高くなり，制度の利用者に逆に高いコストを強いてしまう。それを防ぐのが，監査の監視
機関の検査の併用である。監視機関の検査は，コストがより安い通常の監査と併用されるのが望
ましく，あくまでも非連続的で確率的な実施が望ましい。
　最後にDeMarzoθ’磁（2005）によれば，　PCAOBなどの監視機関を設置して政府が自ら検査
を行うことは，公認会計士協会の規律や検査・罰則を厳しくすることに繋がり，監査の利用者の
（12）　Bolton　and　Dewatripont（2004），p．341，
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利益を高める効果がある。会計士協会が前もって会計士の規律や違反者の罰則の強化を図り，政
府のさらなる介入を防こうとするためであり，制度のあり方としてもこの方が望ましい。
　その利点は，会計士協会による自律的な検査の方が安上がりで，監査の利用者の幅を増やすこ
とができることである。なおもし会計士協会の対応が不十分な場合には，監視機関の検査が併用
されなければならない。また監査機関の検査の併用という制度のあり方は，検査のコストを含め
た制度の運営コストが低いことが前提となる。
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